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契 第 30038-5 号 

令和 6 年１０月１日 

 

各建設工事発注所属の長 様 

 

県土整備部契約検査課長 青木 敏彦 

   

 

群馬県建設工事適正化指導要綱の様式の改定について（通知） 

 

このことについて、下記のとおり様式の一部を改定したので通知します。 

 

記 

 

１ 改定概要 

⑴ 施工体制台帳（様式第３号）の改定 

①「外国人建設就労者の従事の状況（有無）」欄の削除 

建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置（外国人建設就労者受入

事業）の終了（令和５年３月 31 日終了）に伴い、削除した。 

②法定福利費の記載欄の追加 

一般社団法人全国建設業協会が定める様式(全建統一様式)に改めるため、

前回の改定（令和６年４月１日施行）により削除した。しかし、法定福利費

の確認については、他の方法によるよりも施工体制台帳の記載事項による方

が明確であるため復活させた。 

③「登録基幹技能者名・種類」欄の削除 

  一般社団法人全国建設業協会が定める様式(全建統一様式)に改めるため、

前回の改定（令和６年４月１日施行）により設定したが、作業員名簿（様式

第２号）の「免許欄」にて確認が可能のため削除した。 

④「監理技術者補佐名」欄、「一号特定技能外国人の従事状況（有無）」欄の

追加 

前回の改定（令和６年４月１日施行）により削除したが、記載が必要のた

め復活させた。 

⑤記入要領のうち上記追加、削除に係る修正 

   

⑵再下請負通知書（様式第６号）の改定 

①「外国人建設就労者の従事の状況（有無）」欄の削除 

②法定福利費の記載欄の追加 

③「登録基幹技能者名・種類」欄の削除 



2 

 

④「一号特定技能外国人の従事状況（有無）」欄の追加 

⑤記入要領のうち上記追加、削除に係る修正 

  上記①～④の事項の追加、削除の理由は、⑴①～④と同じ。 

  

２ 改定後の様式の適用 

改定後の様式は、令和６年１０月１日以降に入札公告等を行い、契約する建設

工事から適用します。 

なお、令和６年１０月１日に現に入札公告等を行い、又は契約を締結している

建設工事について、同日以降に提出される上記様式及び添付書類について、改定

後の様式を使用することを妨げません。 

 

３ その他 

⑴ 施工体制台帳の取扱いについて 

このことについては、平成３１年３月２６付け契第 300039-3 号により関係

機関に通知したところですが、令和６年１０月１日以降において当該取扱いに

変更がないことを申し添えます。 

⑵ 下請契約書の写し及び再下請契約書の写しについて 

受注者は、これまでどおり施工体制台帳を工事現場毎に備え置く必要があり

ます（建設業法第２４条の８第１項）。また、再下請契約を締結したときは、

再下請通知書を直近上位の注文者に提出しなければなりません（建設業法第２

４条の８第２項）。下請契約書の写し及び再下請契約書の写しは、これら施工

体制台帳及び再下請通知書に添付する必要があります。 

下請契約及び再下請契約を締結したことを確認したときは、それぞれ施工体

制台帳の写し、再下請通知書の写しを受注者から提出させてください（⑴によ

り、下請契約書の写し及び再下請契約書の写しの県への提出は不要です。）。 

⑶ 労災保険の確認 

群馬県建設工事適正化指導要綱第２条第６号及び第７号並びに第４条第４

項に基づく、労働災害補償保険の加入状況の確認については、工事着手前や建

設工事安全点検における現場掲示の確認により、労災保険関係成立票を確認す

るなど適宜の方法によります。 

 

※添付書類 

 ①群馬県建設工事適正化指導要綱 

 ②施工体制台帳（様式第３号）、再下請負通知書（様式第６号） 

 ③新旧対照表 

④施工体制台帳の取扱いの一部改正について（平成３１年３月２６付け契第

300039-3 号通知） 
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群馬県建設工事適正化指導要綱 新旧対照表 

改定後 改定前 

群馬県建設工事適正化指導要綱 

 

第１条(略)から第７条まで (略) 

 

 附則 

この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

群馬県建設工事適正化指導要綱 

 

第１条(略)から第７条まで (略) 
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（ 公 印 省 略 ）

契第３００３９－３号

平成３１年 ３月２６日

各建設工事発注所属の長 様

県土整備部長 中島 聡

（契約検査課）

施工体制台帳の取扱いの一部改正について（通知）

施工体制台帳の取扱いについては平成２９年７月２７日付け契第３００３９－

１号をもって各機関に通知したところですが、様式第１号「施工体制台帳」及び

様式第６号｢再下請通知書｣について、別添のとおり改正しますので通知します。

これら様式を受注者が作成する際には、下記事項に留意の上で作成するよう適

切に指導いただき、各発注機関は、受領時に必要事項を確認していただくようお

願いします。なお、これら書類の添付書類であった下請契約書写し等の添付は省

略可能とします。

記

１ 発注者である県は、全公共工事において受注者に施工状況報告書の提出を求

めており、受注者が公共工事（工事歩掛をもって積算する委託契約を含む ）。

を施工するために直接下請契約を締結する場合は、施工体制台帳の写し等の提

出も求めています。今後は台帳の添付書類の契約書写し等にかわり、当該下請

契約に「法定福利費」が含まれていることを提出時に受注者に確認します。

２ 同様に、下請業者が再下請契約を締結する場合においても、受注者は当該再

下請契約金額に「法定福利費」が含まれているかについて、当該業者に確認の

上で所定様式に必要事項を記入し、台帳提出時に添付書類の契約書写し等にか

わり、発注者は受注者にこれら記載内容を確認します。

３ 適用日

平成３１年４月１日以降に提出されるこれら書類より適用します。

担 当 契約検査課契約制度係 高柳

電 話 027-226-3733

メール takayanagi-hi@pref.gunma.lg.jp



契第３００３９－３号

平成３１年 ３月２６日

(一社 )群馬県建設業協会

会 長 青 柳 剛 様

群馬県県土整備部長 中島 聡

（契約検査課）

施工体制台帳の取扱いの一部改正について（送付）

施工体制台帳の取扱いについては平成２９年７月２７日付け契第３００３９－１号

、 、 「 」をもって各機関等に通知し 運用していたところですが 様式第１号 施工体制台帳

、 。及び様式第６号｢再下請通知書｣について 別添のとおり改正しましたので送付します

下記に留意の上で作成してください。

記

１ 発注者である県は、全公共工事において受注者に施工状況報告書の提出を求めて

おり、受注者が公共工事を施工するために直接下請契約を締結する場合等は、施工

体制台帳の写し等の提出も求めています。今後は同台帳の添付書類の下請契約書写

し等は省略可能としますが、当該下請契約に「法定福利費」が含まれることを同台

帳で確認し、受領することとします。

２ 同様に、下請業者が再下請契約を締結する場合も、受注者は、当該業者に再下請

契約金額に「法定福利費」が含まれているかについて確認した上で必要事項を所定

、 、様式に記入し 台帳提出時に添付書類の当該契約書写し等は省略可能とするかわり

受注者に記載内容を確認して発注者は受領することとします。

３ 適用日

平成３１年４月１日以降に提出されるこれら書類より適用します。

担 当 契約検査課契約制度係 高柳

電 話 027-226-3733

メール takayanagi-hi@pref.gunma.lg.jp



契第３００３９－３号

平成３１年 ３月２６日

( 一 社 ) 群 馬 県 電 設 協 会

会 長 阿 久 澤 茂 様

群馬県県土整備部長 中島 聡

（契約検査課）

施工体制台帳の取扱いの一部改正について（送付）

施工体制台帳の取扱いについては平成２９年７月２７日付け契第３００３９－１号

、 、 「 」をもって各機関等に通知し 運用していたところですが 様式第１号 施工体制台帳

、 。及び様式第６号｢再下請通知書｣について 別添のとおり改正しましたので送付します

下記に留意の上で作成してください。

記

１ 発注者である県は、全公共工事において受注者に施工状況報告書の提出を求めて

おり、受注者が公共工事を施工するために直接下請契約を締結する場合等は、施工

体制台帳の写し等の提出も求めています。今後は同台帳の添付書類の下請契約書写

し等は省略可能としますが、当該下請契約に「法定福利費」が含まれることを同台

帳で確認し、受領することとします。

２ 同様に、下請業者が再下請契約を締結する場合も、受注者は、当該業者に再下請

契約金額に「法定福利費」が含まれているかについて確認した上で必要事項を所定

、 、様式に記入し 台帳提出時に添付書類の当該契約書写し等は省略可能とするかわり

受注者に記載内容を確認して発注者は受領することとします。

３ 適用日

平成３１年４月１日以降に提出されるこれら書類より適用します。

担 当 契約検査課契約制度係 高柳

電 話 027-226-3733

メール takayanagi-hi@pref.gunma.lg.jp



契第３００３９－３号

平成３１年 ３月２６日

(一社)群馬県造園建設業協会

会 長 須 永 敏 明 様

群馬県県土整備部長 中島 聡

（契約検査課）

施工体制台帳の取扱いの一部改正について（送付）

施工体制台帳の取扱いについては平成２９年７月２７日付け契第３００３９－１号

、 、 「 」をもって各機関等に通知し 運用していたところですが 様式第１号 施工体制台帳

、 。及び様式第６号｢再下請通知書｣について 別添のとおり改正しましたので送付します

下記に留意の上で作成してください。

記

１ 発注者である県は、全公共工事において受注者に施工状況報告書の提出を求めて

おり、受注者が公共工事を施工するために直接下請契約を締結する場合等は、施工

体制台帳の写し等の提出も求めています。今後は同台帳の添付書類の下請契約書写

し等は省略可能としますが、当該下請契約に「法定福利費」が含まれることを同台

帳で確認し、受領することとします。

２ 同様に、下請業者が再下請契約を締結する場合も、受注者は、当該業者に再下請

契約金額に「法定福利費」が含まれているかについて確認した上で必要事項を所定

、 、様式に記入し 台帳提出時に添付書類の当該契約書写し等は省略可能とするかわり

受注者に記載内容を確認して発注者は受領することとします。

３ 適用日

平成３１年４月１日以降に提出されるこれら書類より適用します。

担 当 契約検査課契約制度係 高柳

電 話 027-226-3733

メール takayanagi-hi@pref.gunma.lg.jp



契第３００３９－３号

平成３１年 ３月２６日

群馬県交通安全施設業協同組合

理 事 長 中 井 正 弘 様

群馬県県土整備部長 中島 聡

（契約検査課）

施工体制台帳の取扱いの一部改正について（送付）

施工体制台帳の取扱いについては平成２９年７月２７日付け契第３００３９－１号

、 、 「 」をもって各機関等に通知し 運用していたところですが 様式第１号 施工体制台帳

、 。及び様式第６号｢再下請通知書｣について 別添のとおり改正しましたので送付します

下記に留意の上で作成してください。

記

１ 発注者である県は、全公共工事において受注者に施工状況報告書の提出を求めて

おり、受注者が公共工事を施工するために直接下請契約を締結する場合等は、施工

体制台帳の写し等の提出も求めています。今後は同台帳の添付書類の下請契約書写

し等は省略可能としますが、当該下請契約に「法定福利費」が含まれることを同台

帳で確認し、受領することとします。

２ 同様に、下請業者が再下請契約を締結する場合も、受注者は、当該業者に再下請

契約金額に「法定福利費」が含まれているかについて確認した上で必要事項を所定

、 、様式に記入し 台帳提出時に添付書類の当該契約書写し等は省略可能とするかわり

受注者に記載内容を確認して発注者は受領することとします。

３ 適用日

平成３１年４月１日以降に提出されるこれら書類より適用します。

担 当 契約検査課契約制度係 高柳

電 話 027-226-3733

メール takayanagi-hi@pref.gunma.lg.jp



契第３００３９－３号

平成３１年 ３月２６日

（一社）全国特定法面保護協会

関東地方支部・群馬県部会

幹 事 長 設 楽 雅 之 様

群馬県県土整備部長 中島 聡

（契約検査課）

施工体制台帳の取扱いの一部改正について（送付）

施工体制台帳の取扱いについては平成２９年７月２７日付け契第３００３９－１号

、 、 「 」をもって各機関等に通知し 運用していたところですが 様式第１号 施工体制台帳

、 。及び様式第６号｢再下請通知書｣について 別添のとおり改正しましたので送付します

下記に留意の上で作成してください。

記

１ 発注者である県は、全公共工事において受注者に施工状況報告書の提出を求めて

おり、受注者が公共工事を施工するために直接下請契約を締結する場合等は、施工

体制台帳の写し等の提出も求めています。今後は同台帳の添付書類の下請契約書写

し等は省略可能としますが、当該下請契約に「法定福利費」が含まれることを同台

帳で確認し、受領することとします。

２ 同様に、下請業者が再下請契約を締結する場合も、受注者は、当該業者に再下請

契約金額に「法定福利費」が含まれているかについて確認した上で必要事項を所定

、 、様式に記入し 台帳提出時に添付書類の当該契約書写し等は省略可能とするかわり

受注者に記載内容を確認して発注者は受領することとします。

３ 適用日

平成３１年４月１日以降に提出されるこれら書類より適用します。

担 当 契約検査課契約制度係 高柳

電 話 027-226-3733

メール takayanagi-hi@pref.gunma.lg.jp


